
国　税／ 7月分源泉所得税の納付 8月10日
国　税／ 6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

 8月31日
国　税／ 12月決算法人の中間申告 8月31日
国　税／ 9月、12月、3月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合） 8月31日
国　税／ 個人事業者の消費税等の中間申告 8月31日
地方税／個人事業税第1期分の納付
 都道府県の条例で定める日
地方税／個人住民税第2期分の納付
 市町村の条例で定める日

8 2016（平成28年）

山の日　本年から８月11日が、「山に親しむ機会を得て、山の恩恵に感謝する」日とし
て国民の祝日「山の日」になり、これにより、祝日の年間日数は16日となりました。山
の日の祝日化への動きは国際山岳年である平成14年頃から始まり、平成26年５月に議員
立法により山の日を祝日とする法案が成立しました。
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8月号─2

　
私
は
独
自
の
味
を
売
り
に
し

て
い
る
飲
食
店
を
経
営
し
て
い

ま
す
が
、
お
陰
様
で
業
績
が
順

調
な
こ
と
か
ら
、
も
う
一
店
舗

お
店
を
展
開
し
よ
う
と
考
え
て

い
ま
す
。
出
店
に
際
し
て
の
注

意
点
に
つ
い
て
ア
ド
バ
イ
ス
を

お
願
い
し
ま
す
。

　
現
在
経
営
し
て
い
る
店
の
業
績
が

良
く
て
も
、
一
店
舗
で
稼
ぐ
収
益
に

は
限
界
が
あ
り
ま
す
。
経
営
の
リ
ス

ク
を
分
散
し
、
長
期
的
に
収
益
を
上

げ
て
い
く
た
め
に
は
、
多
店
舗
展
開

を
図
る
方
法
も
必
要
で
す
。

　
多
店
舗
展
開
で
は
、
資
金
・
立
地
・

人
材
・
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
、
現
在
の
経

営
資
源
を
ど
の
よ
う
に
拡
大
・
変
化

さ
せ
て
い
く
の
か
競
合
企
業
な
ど
の

外
部
環
境
を
見
極
め
た
う
え
で
具
体

的
な
計
画
を
作
成
し
、
項
目
ご
と
に

対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
こ
こ
で
は
、
資
金
・
立
地
・
人
材
・

ノ
ウ
ハ
ウ
の
切
り
口
で
多
店
舗
展
開

と
い
う
成
長
戦
略
に
関
す
る
留
意
点

を
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

〔
資
金
〕

　
二
店
舗
目
以
降
を
出
店
す
る
場
合
、

設
備
投
資
な
ど
の
資
金
調
達
が
不
十

分
な
ま
ま
無
理
に
出
店
す
る
と
、
資

金
繰
り
が
厳
し
く
な
り
ま
す
の
で
、

あ
る
程
度
の
自
己
資
金
が
必
要
で
す
。

　
少
な
く
と
も
総
資
金
の
二
五
％
は

自
己
資
金
に
す
る
こ
と
が
大
切
で
す
。

　
こ
の
た
め
に
は
、
原
料
の
仕
入
れ

を
ど
こ
か
ら
す
る
の
か
、
必
要
額
は

ど
の
位
か
、店
舗
は
賃
貸
か
購
入
か
、

そ
の
場
合
の
月
の
返
済
額
は
、
人
件

費
は
ど
の
程
度
の
額
を
予
定
す
る
の

か
。
水
道
光
熱
費
、
借
入
金
の
返
済

額
、
利
益
等
を
考
慮
し
て
必
要
売
上

額
を
算
定
す
る
こ
と
も
必
要
で
す
。

　
融
資
を
受
け
る
場
合
も
、
政
府
系

金
融
機
関
（
日
本
政
策
金
融
公
庫
）

や
商
工
会
議
所
の
経
営
指
導
付
き
の

経
営
改
善
資
金
な
ど
の
利
用
を
お
勧

め
し
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
場
合
、
中
小
企
業
投

資
促
進
税
制
な
ど
の
中
小
企
業
施
策

を
活
用
す
る
こ
と
で
、
減
税
を
可
能

と
し
効
果
的
に
事
業
展
開
が
行
え
ま

す
。

〔
立
地
〕

　
出
店
場
所
に
関
し
て
も
、
い
く
つ

か
の
ポ
イ
ン
ト
を
押
さ
え
て
お
き
ま

し
ょ
う
。
現
在
の
店
の
商
圏
調
査
や

出
店
予
定
の
地
域
に
お
け
る
競
合
状

況
や
顧
客
の
特
性
を
調
査
し
て
、
慎

重
に
出
店
場
所
を
選
定
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　
既
存
店
舗
と
の
距
離
に
関
す
る
留

意
点
を
次
に
示
し
ま
す
。

○
既
存
店
舗
に
近
い
場
合

　
既
存
店
舗
に
近
い
場
合
に
は
、
商

圏
が
重
な
り
店
舗
同
士
で
顧
客
の
共

食
い
現
象
が
起
き
る
場
合
が
あ
り
ま

す
。

　
商
圏
調
査
に
よ
り
商
圏
エ
リ
ア
を

明
確
化
さ
せ
、
ど
の
よ
う
な
立
地
戦

略
を
取
る
の
か
検
討
し
ま
し
ょ
う
。

　
距
離
が
近
い
場
合
の
メ
リ
ッ
ト
と

し
て
は
、
複
数
店
舗
で
従
業
員
の
シ

フ
ト
が
組
め
る
こ
と
や
、
経
営
者
が

管
理
し
や
す
い
こ
と
、
既
存
店
舗
の

評
判
を
活
用
で
き
る
こ
と
（
シ
ナ
ジ

ー
効
果
）
等
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

○
既
存
店
舗
と
離
れ
て
い
る
場
合

　
既
存
店
舗
と
離
れ
て
い
る
場
合
に

は
、
店
舗
同
士
の
顧
客
の
共
食
い
現

象
は
起
こ
り
ま
せ
ん
が
、
店
舗
間
で

の
仕
入
れ
の
非
効
率
化
、
店
舗
ス
タ

ッ
フ
の
固
定
化
な
ど
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ

ン
の
非
効
率
化
に
つ
な
が
り
ま
す
。

　
ま
た
、
既
存
の
店
舗
の
評
判
な
ど

も
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
一
か

ら
顧
客
開
拓
を
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　
新
規
の
店
の
立
地
を
決
め
る
に
は
、

次
の
よ
う
な
点
を
考
慮
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

①
商
圏
内
の
人
口
が
多
く
、
将
来
も

人
口
増
加
が
見
込
め
る
地
域

②
自
店
が
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
考
え
る
顧

客
が
商
圏
内
に
多
い

③
商
圏
内
に
購
買
力
の
あ
る
若
者
等

が
多
い

④
近
く
に
大
き
な
駅
や
バ
ス
タ
ー
ミ

ナ
ル
、
車
の
通
り
が
多
い
道
路
な

ど
が
あ
り
、
人
が
集
積
し
や
す
い

⑤
出
店
地
の
前
の
道
路
の
人
通
り
が

多
い

⑥
競
合
と
な
る
店
が
少
な
い

　
ま
た
、
ご
質
問
の
ケ
ー
ス
で
あ
る

飲
食
店
に
来
る
顧
客
か
ら
と
ら
え
る

多
店
舗
展
開
の

経
営
上
・
労
務
管
理
上
の

　
　
　
　
　
　
　注
意
点
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と
、
商
圏
の
範
囲
は
そ
れ
ほ
ど
大
き

く
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
一
般
的
に
飲
食
店
の
場
合
、
気
軽

に
来
ら
れ
る
の
は
徒
歩
で
五
〜
一
〇

分
程
度
の
と
こ
ろ
で
、
駐
車
場
を
完

備
し
て
車
で
五
〜
一
〇
分
程
度
の
エ

リ
ア
で
す
。
こ
れ
以
上
の
距
離
か
ら

は
、
他
の
店
と
の
相
当
の
差
別
化
が

必
要
と
な
り
ま
す
。

　
そ
し
て
商
圏
を
把
握
し
た
ら
、
そ

こ
に
集
中
的
に
ビ
ラ
を
配
布
し
た
り
、

広
告
宣
伝
を
行
う
こ
と
な
ど
を
検
討

し
ま
し
ょ
う
。

〔
人
材
〕

　
新
し
い
店
舗
で
は
、
店
長
や
ス
タ

ッ
フ
が
必
要
で
す
。

　
店
長
は
、
既
存
店
で
の
経
験
が
豊

富
か
、
人
を
管
理
す
る
能
力
が
あ
る

か
、
身
内
の
者
か
、
他
人
な
の
か
、

オ
ー
ナ
ー
の
信
頼
性
が
あ
る
か
、
な

ど
を
考
慮
し
て
選
別
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　
店
舗
ス
タ
ッ
フ
は
既
存
店
で
の
経

験
が
あ
る
人
か
、
新
規
に
採
用
し
た

人
か
で
育
成
す
る
方
法
が
違
っ
て
き

ま
す
。

　
ま
ず
は
意
欲
が
あ
る
ス
タ
ッ
フ
で

あ
る
か
、
仕
事
を
あ
き
ら
め
ず
に
積

極
的
に
挑
戦
す
る
人
か
ど
う
か
が
大

切
で
す
。

　
新
規
の
人
の
場
合
は
、
そ
の
人
に

合
わ
せ
て
ま
ず
定
型
業
務
を
任
せ
て
、

こ
れ
を
こ
な
せ
る
よ
う
に
な
っ
た
ら
、

少
し
ず
つ
裁
量
の
幅
（
厨
房
経
験
等
）

を
広
げ
る
よ
う
に
し
て
人
材
の
育
成

を
図
り
ま
す
。

〔
ノ
ウ
ハ
ウ
〕

　
既
存
店
の
ス
タ
ッ
フ
の
育
成
方
法

や
飲
食
物
の
作
り
方
な
ど
の
ノ
ウ
ハ

ウ
を
で
き
る
だ
け
マ
ニ
ュ
ア
ル
化
し

て
お
け
ば
、
新
規
の
店
で
活
用
す
る

こ
と
が
で
き
、
一
定
レ
ベ
ル
の
調
理

技
術
や
接
客
力
を
保
つ
こ
と
が
可
能

で
す
。
も
ち
ろ
ん
、
既
存
店
で
の
実

習
を
合
わ
せ
て
実
施
す
る
こ
と
も
大

事
で
す
。

★
店
長
が
管
理
監
督
者
に
当
た
る
か

　
多
店
舗
展
開
す
る
比
較
的
小
規
模

な
飲
食
業
の
店
舗
で
は
、
店
長
等
の

少
数
の
正
社
員
と
多
数
の
ア
ル
バ
イ

ト
・
パ
ー
ト
等
に
よ
り
運
営
さ
れ
て

い
る
実
態
が
み
ら
れ
ま
す
が
、
こ
れ

ら
の
店
舗
の
店
長
等
に
つ
い
て
は
、

十
分
な
権
限
、
相
応
の
待
遇
等
が
与

え
ら
れ
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

労
働
基
準
法
に
規
定
す
る
「
管
理
監

督
者
」
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
な
ど

不
適
切
な
事
案
も
あ
る
よ
う
で
す
。

　
会
社
で
は
店
長
を
管
理
者
と
位
置

付
け
て
い
て
も
、「
管
理
監
督
者
」

に
当
た
ら
な
い
と
判
断
さ
れ
た
場
合

に
は
、
残
業
手
当
を
支
払
わ
な
け
れ

ば
い
け
ま
せ
ん
。

　
管
理
監
督
者
に
該
当
す
る
か
否
か

に
つ
い
て
は
、
労
働
条
件
の
決
定
そ

の
他
労
務
管
理
に
つ
い
て
経
営
者
と

一
体
的
な
立
場
に
あ
る
者
で
あ
っ
て
、

労
働
時
間
、
休
憩
及
び
休
日
に
関
す

る
規
制
の
枠
を
超
え
て
活
動
す
る
こ

と
が
要
請
さ
れ
ざ
る
を
得
な
い
重
要

な
職
務
と
責
任
を
有
し
、
現
実
の
勤

務
態
様
も
、
労
働
時
間
等
の
規
制
に

な
じ
ま
な
い
よ
う
な
立
場
に
あ
る
か

を
、職
務
内
容
、責
任
等
を
踏
ま
え
、

総
合
的
に
判
断
し
ま
す
。

　
厚
生
労
働
省
で
は
、
管
理
監
督
者

に
該
当
す
る
か
ど
う
か
の
判
断
基
準

を
示
し
て
い
ま
す
の
で
、
一
部
を
紹

介
し
ま
す
。
な
お
、
こ
れ
ら
の
否
定

要
素
に
当
た
ら
な
い
場
合
で
も
、
直

ち
に
管
理
監
督
者
と
し
て
認
め
ら
れ

る
わ
け
で
は
な
い
と
し
て
い
ま
す
。

◎
判
断
要
素

【
採
用
・
解
雇
】

　
ア
ル
バ
イ
ト
・
パ
ー
ト
等
の
採
用

に
関
す
る
責
任
と
権
限
が
実
質
的
に

な
い
。
ま
た
、
解
雇
に
関
す
る
事
項

が
職
務
内
容
に
含
ま
れ
て
お
ら
ず
、

実
質
的
に
も
こ
れ
に
関
与
し
な
い
場

合
。

【
人
事
考
課
】

　
部
下
の
人
事
考
課（
昇
給
、昇
格
、

賞
与
等
を
決
定
す
る
た
め
の
業
務
遂

行
能
力
等
の
評
価
）
に
関
す
る
事
項

が
職
務
内
容
に
含
ま
れ
て
お
ら
ず
、

実
質
的
に
も
こ
れ
に
関
与
し
な
い
場

合
。

【
労
働
時
間
の
管
理
】

　
店
舗
で
の
勤
務
割
表
の
作
成
又
は

所
定
時
間
外
労
働
の
命
令
を
行
う
責

任
と
権
限
が
実
質
的
に
な
い
場
合
。

【
遅
刻
、
早
退
等
の
取
扱
い
】

　
遅
刻
、
早
退
等
に
よ
る
減
給
の
制

裁
、
人
事
考
課
で
の
負
の
評
価
な
ど

不
利
益
な
取
扱
い
が
さ
れ
る
場
合（
た

だ
し
、
管
理
監
督
者
で
あ
っ
て
も
一

定
の
場
合
に
は
管
理
監
督
者
性
を
否

定
す
る
要
素
と
は
な
ら
な
い
）。

【
労
働
時
間
に
関
す
る
裁
量
】

　
営
業
時
間
中
は
店
舗
に
常
駐
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
、
あ
る
い
は
ア
ル

バ
イ
ト
・
パ
ー
ト
等
の
人
員
が
不
足

す
る
場
合
に
そ
れ
ら
の
者
の
業
務
に

自
ら
従
事
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
な

ど
、
長
時
間
労
働
を
余
儀
な
く
さ
れ

て
い
る
場
合
の
よ
う
に
、
実
際
に
は

労
働
時
間
に
関
す
る
裁
量
が
ほ
と
ん

ど
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
。
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平
成
二
十
八
年
度
税
制
改
正
に
よ

り
、
法
人
関
係
の
減
税
措
置
と
し
て

新
た
に
設
け
ら
れ
た
制
度
が
あ
り
ま

す
。

　
今
回
は
、
創
設
さ
れ
た
制
度
の
ポ

イ
ン
ト
を
Ｑ
＆
Ａ
方
式
で
整
理
し
て

み
ま
す
。

Ⅰ

　機
械
及
び
装
置
の
固
定
資
産
税

の
特
例
措
置
の
創
設

（
制
度
創
設
の
趣
旨
）

中
小
企
業
等
が
新
し
い
機
械
及

び
装
置
を
取
得
し
た
場
合
、
固
定
資

産
税
の
優
遇
措
置
が
受
け
ら
れ
る
制

度
が
創
設
さ
れ
た
よ
う
で
す
が
、
創

設
理
由
を
教
え
て
下
さ
い
。

固
定
資
産
税
を
国
際
比
較
す
る

と
、
海
外
で
は
機
械
装
置
の
償
却
資

産
に
課
税
し
て
い
る
国
は
少
な
く
、

課
税
し
て
い
る
国
の
中
で
も
、
廃
止

す
る
動
き
が
出
て
い
ま
す
。
ま
た
、

企
業
と
し
て
は
設
備
投
資
コ
ス
ト
の

上
乗
せ
と
な
り
、
国
内
投
資
の
阻
害

要
因
の
一
つ
と
な
っ
て
い
る
こ
と
に

加
え
、
赤
字
法
人
も
課
税
対
象
と
さ

れ
て
い
る
固
定
資
産
税
を
軽
減
す
る

こ
と
で
、
赤
字
比
率
の
高
い
中
小
企

業
に
大
き
な
効
果
を
も
た
ら
す
こ
と

が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　
そ
こ
で
、
中
小
企
業
に
よ
る
設
備

投
資
の
促
進
を
図
る
た
め
、
固
定
資

産
税
で
初
め
て
設
備
投
資
減
税
が
設

け
ら
れ
ま
し
た
。

（
制
度
の
内
容
）

固
定
資
産
税
の
特
例
措
置
の
内

容
を
具
体
的
に
説
明
し
て
下
さ
い
。

制
度
の
内
容
は
、
次
の
と
お
り

で
す
。

⑴

　概
要

　
中
小
企
業
者
等
が
、
本
年
五
月
に

成
立
し
た
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法

に
規
定
す
る
認
定
経
営
力
向
上
計
画

に
記
載
さ
れ
た
経
営
力
向
上
設
備
の

う
ち
、
一
定
の
機
械
及
び
装
置
を
新

た
に
取
得
し
た
場
合
、
機
械
等
の
固

定
資
産
税
の
課
税
標
準
を
最
初
の
三

年
間
二
分
の
一（
半
額
）と
す
る
時
限

的
な
特
例
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
し
た
。

※
　
な
お
、
固
定
資
産
税
は
市
町
村

財
政
を
支
え
る
安
定
し
た
基
幹
税

で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
償
却
資
産

に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
制
度
は

堅
持
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑵

　対
象
者

　
次
の
要
件
を
満
た
す
中
小
企
業
者

等
が
特
例
措
置
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

①
　
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額

が
一
億
円
以
下
の
法
人

②
　
資
本
若
し
く
は
出
資
を
有
し
な

い
法
人
の
場
合
、
常
時
使
用
す
る

従
業
員
の
数
が
一
千
人
以
下
の
法

人
③
　
常
時
使
用
す
る
従
業
員
の
数
が

一
千
人
以
下
の
個
人

⑶

　対
象
機
械
・
装
置

　
認
定
経
営
力
向
上
計
画
に
基
づ
き

取
得
す
る
新
規
の
機
械
及
び
装
置
で
、

次
の
①
か
ら
③
ま
で
の
い
ず
れ
に
も

該
当
す
る
も
の
（
新
品
）

①
　
販
売
開
始
か
ら
一
〇
年
以
内
の

も
の

②
　
旧
モ
デ
ル
比
で
生
産
性
（
単
位

時
間
当
た
り
の
生
産
量
、
精
度
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
等
）
が
、
年
平

均
一
％
以
上
向
上
す
る
も
の

③
　
一
台
又
は
一
基
の
取
得
価
格
が

一
六
〇
万
円
以
上
の
も
の

（
適
用
時
期
）

適
用
時
期
は
、
い
つ
か
ら
と
な

り
ま
す
か
。

中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
の
施

行
日
か
ら
平
成
三
十
一
年
三
月
三
十

一
日
ま
で
に
取
得
し
た
も
の
に
つ
い

て
適
用
さ
れ
ま
す（
図
表
１
参
照
）。

Ⅱ

　企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
の
創
設

（
制
度
創
設
の
趣
旨
）

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
の

創
設
の
趣
旨
を
教
え
て
下
さ
い
。

日
本
は
世
界
に
先
駆
け
て
「
人

口
減
少
・
超
高
齢
化
社
会
」
を
迎
え

て
お
り
、「
人
口
減
少
が
地
域
経
済

の
縮
小
を
呼
び
、
地
域
経
済
の
縮
小

が
人
口
減
少
を
加
速
さ
せ
る
」
と
い

う
悪
循
環
の
連
鎖
に
陥
る
こ
と
が
懸

念
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
地
域
経
済
の
活
性
化

Ｑ
Ａ

平
成
二
十
八
年
度
税
制
改
正
で
創
設
さ
れ
た

法
人
関
係
の
減
税
措
置
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が
急
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、

図
表
２
の
よ
う
に
、「
地
方
版
総
合
戦

略
」
に
位
置
付
け
ら
れ
た
、
地
方
公

共
団
体
が
行
う
地
方
創
生
を
推
進
す

る
上
で
効
果
の
高
い
事
業
と
し
て
、

内
閣
府
が
認
定
し
た
事
業
に
対
し
て

企
業
が
行
う
一
〇
万
円
か
ら
の
寄
附

に
つ
い
て
、
従
来
の
損
金
算
入
措
置

に
加
え
、
法
人
事
業
税
等
か
ら
税
額

控
除
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
地
方
創

生
応
援
税
制
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納

税
）
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

（
制
度
の
内
容
）

制
度
の
内
容
を
説
明
し
て
下
さ

い
。

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
法
人

が
、
地
方
公
共
団
体
が
行
う
、
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
に
関
連
す

る
寄
附
金
を
支
出
し
た
場
合
に
、
従

来
の
損
金
算
入
措
置
（
地
方
公
共
団

体
に
対
す
る
寄
附
金
の
損
金
算
入
）

に
加
え
て
、
①
法
人
事
業
税
額
か
ら

寄
附
金
額
の
一
〇
％
、
②
法
人
住
民

税
額
か
ら
寄
附
金
額
の
二
〇
％
、
③

寄
附
金
額
の
二
〇
％
の
う
ち
法
人
住

民
税
額
か
ら
控
除
し
き
れ
な
か
っ
た

金
額
と
そ
の
支
出
し
た
寄
附
金
額
の

一
〇
％
の
う
ち
い
ず
れ
か
少
な
い
金

額
の
法
人
税
額
控
除
が
で
き
ま
す
。

　
各
種
控
除
額
は
、
当
期
の
法
人
事

業
税
額
の
二
〇
％
（
平
成
二
十
九
年

度
以
降
は
一
五
％
）、
道
府
県
民
税

法
人
税
割
額
の
二
〇
％
、
市
町
村
民

税
法
人
税
割
額
の
二
〇
％
、
法
人
税

額
の
五
％
が
上
限
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
地
方
交
付
税
の
不
交
付
団

体
で
、
三
大
都
市
圏
の
中
心
部
に
あ

る
地
方
公
共
団
体
は
、
こ
の
制
度
の

対
象
外
で
す
。
ま
た
、
企
業
の
本
店

な
ど
主
た
る
事
務
所
の
あ
る
地
方
公

共
団
体
へ
の
寄
附
も
対
象
に
な
り
ま

せ
ん
。

（
適
用
時
期
）

適
用
時
期
は
い
つ
か
ら
で
す
か
。

平
成
二
十
八
年
四
月
二
十
日
か

ら
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
ま

で
の
間
の
寄
附
金
の
支
出
に
つ
い
て

適
用
さ
れ
ま
す
。

図表 1　固定資産税の特例措置の適用イメージ

図表 2　企業版ふるさと納税制度のイメージ

（※例）　平成 28年に新たに取得した設備は、平成 29年 1月 1日時点に所有する資産として
　　　申告され、平成 29、30、31年度の 3年間固定資産税が軽減されることになります。

＊企業が地方公共団体に寄附する場合は、その全額が損金に算入されるため、寄附額の約 3割
　（法人実効税率）相当額の税の軽減効果がある。

H28 年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度

地方創生を推進する上で
効果の高い事業に係る
地域再生計画

本店、支店、事業所等が
所在する都道府県・市町村

損金算入による軽減効果
（約 3割）＊
国税＋地方税

（2割）　 税額控除
　法人住民税
　  ＋法人税

（1割）
法人
事業税

企業負担（約 4割）

損金算入による軽減効果
（約 3割）

600万円（2倍にアップ！）
300万円（従来）

1,000 万円

税額控除
（3割）

税額控除

税額控除

計画の認定

地方版
総合戦略

取得 特例の適用

取得 特例の適用

取得 特例の適用

企業

国
内閣府

寄附額

道府県・市町村

寄附
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労
働
者
派
遣
と
請
負
と
で
は
、
労

働
者
の
安
全
衛
生
の
確
保
、
労
働
時

間
管
理
等
に
関
し
て
、
雇
用
主
（
派

遣
元
事
業
主
、
請
負
事
業
者
）、
派

遣
先
及
び
注
文
主
が
負
う
べ
き
責
任

が
異
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、
業
務
の
遂
行
方
法
に

つ
い
て
労
働
者
派
遣
か
請
負
か
を
明

確
に
し
、
そ
れ
に
応
じ
た
安
全
衛
生

対
策
や
労
働
時
間
管
理
の
適
正
化
を

図
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

一

　労
働
者
派
遣
・
請
負
と
は

①

　労
働
者
派
遣

　
労
働
者
派
遣
と
は
、
派
遣
元
が

自
己
の
雇
用
す
る
労
働
者
を
、
派

遣
先
の
指
揮
命
令
を
受
け
て
、
こ

の
派
遣
先
の
た
め
に
労
働
に
従
事

さ
せ
る
こ
と
を
業
と
し
て
行
う
こ

と
を
い
い
ま
す
（
図
１
）。

②

　請
負

　
請
負
と
は
、
労
働
の
結
果
と
し

て
の
仕
事
の
完
成
を
目
的
と
す
る

も
の
で
す
が
、
労
働
者
派
遣
と
の

違
い
は
、
請
負
に
は
、
注
文
主
と

労
働
者
と
の
間
に
指
揮
命
令
関
係

が
生
じ
な
い
と
い
う
点
に
あ
り
ま

す
（
図
２
）。

二

　判
断
基
準

　
注
文
主
と
労
働
者
と
の
間
に
指
揮

命
令
関
係
が
あ
る
場
合
に
は
、
請
負

形
式
の
契
約
に
よ
り
行
わ
れ
て
い
て

も
労
働
者
派
遣
事
業
に
該
当
し
、
派

遣
元
・
派
遣
先
の
双
方
が
、
労
働
者

派
遣
法
等
に
基
づ
い
た
運
用
を
求
め

ら
れ
ま
す
。

　
仮
に
、
労
働
者
派
遣
事
業
の
許
可

を
受
け
ず
に
、
事
実
上
の
労
働
者
派

遣
を
行
っ
て
い
る
場
合
は
、
い
わ
ゆ

る
「
偽
装
請
負
」
と
判
断
さ
れ
、
労

働
者
派
遣
法
等
に
抵
触
す
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。

　
労
働
者
派
遣
と
請
負
の
区
分
を
明

ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
基

準
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
そ

の
概
要
に
つ
い
て
触
れ
ま
す
が
、
詳

細
は
、
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
公
開
さ
れ
た
資
料
、
都
道
府
県
労

働
局
へ
の
照
会
等
で
ご
確
認
下
さ
い
。

　
次
の
㈠
と
㈡
の
い
ず
れ
に
も
該
当

す
る
と
き
は
、
請
負
と
し
て
判
断
さ

れ
、
該
当
し
な
い
も
の
が
あ
る
と
き

は
、
労
働
者
派
遣
と
さ
れ
ま
す
。

㈠

　労
働
力
の
直
接
利
用

　
次
の
①
か
ら
③
ま
で
の
い
ず
れ
に

も
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
、
自
己
の

雇
用
す
る
労
働
者
の
労
働
力
を
自
ら

直
接
利
用
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

①
　「
業
務
の
遂
行
」
に
関
す
る
指

示
そ
の
他
の
管
理
を
自
ら
行
う
も

の
で
あ
る
こ
と
。

②
　「
労
働
時
間
、
休
憩
、
休
日
等
」

に
関
す
る
指
示
そ
の
他
の
管
理
を

自
ら
行
う
も
の
で
あ
る
こ
と
。

③
　「
企
業
に
お
け
る
秩
序
の
維
持
、

確
保
等
」
の
た
め
の
指
示
そ
の
他

の
管
理
（
例
え
ば
、
服
務
規
律
に

関
す
る
指
示
や
労
働
者
の
配
置
な

ど
）
を
自
ら
行
う
も
の
で
あ
る
こ

と
。

　
前
述
の
図
２
で
は
「
請
負
」
の
形

態
を
示
し
ま
し
た
が
、
仮
に
「
注
文

主
」
か
ら
「
請
負
業
者
の
労
働
者
」

に
業
務
遂
行
の
指
示
を
行
っ
て
い
る

と
き
は
、
①
に
該
当
し
な
い
こ
と
と

な
り
、「
請
負
」
で
は
な
く
「
労
働

者
派
遣
」
と
判
断
さ
れ
る
可
能
性
が

あ
り
ま
す
。

　
こ
の
場
合
、
法
に
即
し
た
運
用
へ

と
改
め
る
に
は
、
注
文
主
か
ら
請
負

業
者
の
労
働
者
へ
の
指
示
を
行
わ
な

い
よ
う
に
す
る
、
ま
た
は
請
負
業
者

が
派
遣
元
と
し
て
の
許
可
を
受
け
た

上
で
労
働
者
派
遣
を
行
う
方
法
が
考

え
ら
れ
ま
す
。

㈡

　相
手
方
か
ら
の
独
立

　
次
の
①
か
ら
③
ま
で
の
い
ず
れ
に

も
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
、
請
負
契

約
に
よ
り
請
け
負
っ
た
業
務
を
自
己

の
業
務
と
し
て
契
約
の
相
手
方
か
ら

労
働
者
派
遣
と
請
負

図 1　労働者派遣

派遣契約派
遣
元

雇用関係

派遣労働者

派
遣
先

指揮命令関係

図 2　請負

請負契約請
負
業
者

雇用関係

労働者

注
文
主
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独
立
し
て
処
理
す
る
も
の
で
あ
る
こ

と
。

①
　
業
務
の
処
理
に
要
す
る
資
金
に

つ
い
て
、
す
べ
て
自
ら
の
責
任
の

下
に
調
達
し
、
か
つ
、
支
払
い
を

す
る
こ
と
。

②
　
業
務
の
処
理
に
つ
い
て
、民
法
、

商
法
そ
の
他
の
法
律
に
規
定
さ
れ

た
事
業
主
と
し
て
の
す
べ
て
の
責

任
を
負
う
こ
と
。

③
　
次
の
イ
又
は
ロ
の
い
ず
れ
か
に

該
当
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
単
に

肉
体
的
な
労
働
力
を
提
供
す
る
も

の
で
な
い
こ
と
。

イ
　
自
己
の
責
任
と
負
担
で
準
備

し
、
調
達
す
る
機
械
、
設
備
若

し
く
は
器
材
（
業
務
上
必
要
な

簡
易
な
工
具
を
除
く
）
又
は
材

料
若
し
く
は
資
材
に
よ
り
、
業

務
を
処
理
す
る
こ
と
。

ロ
　
自
ら
行
う
企
画
又
は
自
己
の

有
す
る
専
門
的
な
技
術
若
し
く

は
経
験
に
基
づ
い
て
、
業
務
を

処
理
す
る
こ
と
。

三

　対
応
例

①

　注
文
主
か
ら
の
ク
レ
ー
ム
対
応

　
注
文
主
か
ら
請
負
業
者
に
対
し

て
、
作
業
工
程
の
見
直
し
や
欠
陥

商
品
を
製
作
し
直
す
こ
と
な
ど
発

注
に
関
わ
る
要
求
や
注
文
を
行
う

こ
と
は
、
業
務
請
負
契
約
の
当
事

者
間
で
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
り
、

注
文
主
か
ら
請
負
労
働
者
へ
の
直

接
の
指
揮
命
令
で
は
な
い
の
で
労

働
者
派
遣
に
は
該
当
せ
ず
、
偽
装

請
負
に
も
あ
た
り
ま
せ
ん
。

　
た
だ
し
、
注
文
主
が
直
接
、
請

負
労
働
者
に
作
業
工
程
の
変
更
を

指
示
し
た
り
、
欠
陥
商
品
の
再
製

作
を
指
示
し
た
場
合
は
、
直
接
の

指
揮
命
令
に
該
当
す
る
こ
と
か
ら

偽
装
請
負
と
判
断
さ
れ
ま
す
。

②

　注
文
主
の
労
働
者
と
請
負
労
働

者
の
混
在

　
注
文
主
の
労
働
者
と
請
負
労
働

者
が
混
在
し
て
い
た
と
し
て
も
、

そ
れ
だ
け
を
も
っ
て
偽
装
請
負
と

は
判
断
さ
れ
ま
せ
ん
。

　
た
だ
し
、
注
文
主
と
請
負
業
者

の
作
業
内
容
に
連
続
性
が
あ
る
場

合
で
あ
っ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
作
業

ス
ペ
ー
ス
が
物
理
的
に
区
分
さ
れ

て
い
な
い
こ
と
や
、
そ
れ
ぞ
れ
の

労
働
者
が
混
在
し
て
い
る
こ
と
が

原
因
で
、
注
文
主
が
請
負
労
働
者

に
対
し
、
業
務
の
遂
行
方
法
に
必

然
的
に
直
接
指
示
を
行
っ
て
し
ま

う
場
合
は
、
偽
装
請
負
と
判
断
さ

れ
ま
す
。

③

　注
文
主
が
行
う
技
術
指
導

　
注
文
主
が
請
負
労
働
者
に
対
し

て
行
う
技
術
指
導
等
と
さ
れ
る
も

の
の
う
ち
、
次
の
例
に
該
当
す
る

場
合
に
つ
い
て
は
、
そ
の
行
為
が

行
わ
れ
た
こ
と
を
も
っ
て
、
偽
装

請
負
と
判
断
さ
れ
る
も
の
で
は
あ

り
ま
せ
ん
。

イ
　
請
負
業
者
が
、
注
文
主
か
ら

新
た
な
設
備
を
借
り
受
け
た
後

初
め
て
使
用
す
る
場
合
等
に
、

設
備
の
貸
主
と
し
て
の
立
場
に

あ
る
注
文
主
が
、
借
り
手
と
し

て
の
立
場
に
あ
る
請
負
業
者
に

対
し
て
、
設
備
の
操
作
方
法
等

に
つ
い
て
説
明
を
行
う
際
に
、

請
負
業
者
の
監
督
下
で
労
働
者

に
説
明
（
操
作
方
法
等
の
理
解

に
特
に
必
要
と
な
る
実
習
を
含

み
ま
す
）を
受
け
さ
せ
る
場
合
。

ロ
　
新
製
品
の
製
造
着
手
時
に
、

注
文
主
が
請
負
業
者
に
対
し
て
、

請
負
契
約
の
内
容
で
あ
る
仕
様

等
に
つ
い
て
補
足
的
な
説
明
を

行
う
際
に
、
請
負
業
者
の
監
督

下
で
労
働
者
に
説
明
（
資
料
等

を
用
い
て
行
う
説
明
の
み
で
は

十
分
な
仕
様
等
の
理
解
が
困
難

な
場
合
に
特
に
必
要
と
な
る
実

習
を
含
み
ま
す
）
を
受
け
さ
せ

る
場
合
。

ハ
　
注
文
主
が
、
安
全
衛
生
上
緊

急
に
対
処
す
る
必
要
の
あ
る
事

項
に
つ
い
て
、
労
働
者
に
対
し

て
指
示
を
行
う
場
合
。

④

　資
材
等
の
調
達
費
用

　
請
負
業
務
の
処
理
に
必
要
な
資

材
等
に
つ
い
て
は
、
請
負
業
者
の

責
任
に
よ
り
調
達
す
る
こ
と
が
必

要
で
す
が
、
資
材
等
の
価
格
が
不

明
確
な
場
合
で
、
予
め
契
約
を
締

結
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、

請
負
業
務
に
か
か
る
対
価
と
は
別

に
、
原
材
料
に
つ
い
て
実
費
精
算

す
る
こ
と
と
し
て
も
特
に
問
題
は

あ
り
ま
せ
ん
。

⑤

　法
令
遵
守
の
た
め
の
指
示

　
労
働
安
全
衛
生
法
で
は
、
元
請

事
業
者
が
講
ず
べ
き
措
置
と
し
て
、

請
負
人
等
が
、
労
働
安
全
衛
生
法

令
の
規
定
に
違
反
し
な
い
よ
う
に

必
要
な
指
導
や
指
示
を
行
う
こ
と

が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
指
導
や
指
示
は
、

安
全
確
保
の
た
め
に
必
要
な
も
の

で
あ
り
、
元
請
事
業
者
か
ら
下
請

事
業
者
の
労
働
者
に
対
し
て
直
接

行
わ
れ
た
と
し
て
も
、
業
務
の
遂

行
に
関
す
る
指
示
等
に
は
該
当
し

ま
せ
ん
。



　小規模建設業者の中には、利益の追求を
目指すという計画的な行動ができない会社
が見られます。
　公共工事の孫請け等の受注の際、「次は
儲けさせるから」と言われるとそのまま請
け負い、本人は気付かないものの30％の
赤字工事を行っていた等の事例もあるよう
です。
　ここに原価管理の必要性があります。簡

単にできる原価管理（経営コンサルタント・
Ｓ氏が指導に使用）の一例を紹介します。
　まずは、原価管理の発想について理解す
ることが重要です。通常は、収益（完成工事
高）－費用＝利益となります。これを理論的
な売上高－必要利益＝許容費用とします。
　この許容費用高にチャレンジするために
は原価管理（つまり利益を出す）という発
想の転換が必要で、工事毎に下表を参考に
原価を検討し、工事が儲かったのか否かを
きちんと押さえます。

　横浜国立大学・相馬直子准教授らは、子
育てと介護に同時に携わる（「ダブルケア」）
ことが早晩、日本の大きな社会問題・政策
課題になるとして調査を行っています。
　これまで、仕事と子育ての両立、あるい
は仕事と介護の両立が問題とされてきまし
たが、超少子化と高齢化が同時進行する日
本では、子育て・介護・仕事間での両立と
いう、従来の子育て支援・高齢者介護政策
が見直しを迫られる事態となると指摘され
ているのです。
　相馬氏らの協力を得てＳ生命が1000人
のアンケート調査を行ったところ、ダブル
ケアが身近な問題である人は、全体で５人
に１人、30代では４人に１人以上である
ことが分かりました。
　中小企業経営者にとって、従業員のメン
タルヘルスに加えて、家族構成もきちんと
把握しておかないと、離職増加をもたらし
かねない恐れを感じさせるデータと言える
でしょう。

　
Ａ
さ
ん
は
十
年
前
に
奥
さ
ん
と
二

人
で
工
務
店
を
開
業
し
ま
し
た
。

　
事
業
は
順
調
で
従
業
員
も
十
名
に

な
っ
た
頃
、
Ａ
さ
ん
は
〝
妻
を
経
営

パ
ー
ト
ナ
ー
に
し
て
お
く
べ
き
か
否

か
〞
の
疑
問
を
抱
き
ま
し
た
。

　
本
、
講
習
会
、
中
小
企
業
経
営
者

の
ア
ド
バ
イ
ス
と
色
々
あ
た
っ
て
み

ま
し
た
が
、
解
答
は
出
ま
せ
ん
。

　
一
年
以
上
、
考
え
た
末
の
結
論
は

次
の
と
お
り
で
し
た
。

①
自
分
が
今
後
、
会
社
を
ど
の
よ
う

に
し
た
い
の
か
を
明
確
に
し
て
い

な
か
っ
た
。

②
会
社
の
規
模
を
大
き
く
す
る
の
で

あ
れ
ば
、
妻
を
経
営
パ
ー
ト
ナ
ー

に
す
る
こ
と
は
不
適
切
で
あ
る
。

③
妻
を
経
営
パ
ー
ト
ナ
ー
の
ま
ま
に

し
て
お
く
場
合
、
従
業
員
は
船
頭

が
二
人
居
る
と
感
じ
る
場
面
も
あ

る
が
、妻
は
有
力
な
片
腕
で
あ
る
。

　
Ａ
さ
ん
は
現
在
、
奥
さ
ん
を
経
営

パ
ー
ト
ナ
ー
に
、
従
業
員
は
十
名
の

ま
ま
堅
実
経
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

〈表〉簡単な原価管理の表
（Ａ工事）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工番９－123　現場担当Ｂ（単位：千円）

日　付 材料費 労務費 外注費 経　費 合　計 備　考
2016/ ９/ １ 20 20 10 50 材料△△

９/２ 20 100 20 140 外注Ｍ社
９/３ 30 20 15 65 材料××
９/４

　 　 　   …

９/30
実際原価 50 60 100 45 255
見積予算 150 300 200 250 900
予算残高 100 240 100 205 645
予算消化率 33％ 20％ 50％ 18％ 28％
粗利益 受注額の15％と設定
工期：2016年９月１日～９月30日

簡単な原価管理

ダブルケア
経
営
パ
ー
ト
ナ
ー

8月号─8
発行


